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１ データで見る草加市の現状 

１ 人口や世帯の状況 

本市の総人口はこれまで増加を続けており、令和４年（２０２２年）４月１日現在

で２５０，６４３人に達しています。今後、総人口は減少に転じ、老年人口（６５歳以

上）の増加と年少人口（０～１４歳）及び生産年齢人口（１５～６４歳）の減少が予測

されています。 

現在、高年者１人を支える生産年齢人口は２．６人ですが、２０年後の令和２４年

（２０４２年）には２．０人になるものと予測されていることから、高年者福祉に携わ

る介護人材をはじめ、地域における担い手の確保がさらに重要になります。 

 

■ 総人口（年齢不詳者含む）と３区分別人口の推移（人） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※昭和５７年～昭和６０年は住民基本台帳、平成２年～平成２４年は総人口、平成２７年以降は住民基本台

帳、令和７年以降は市独自推計・昭和５７年～平成７年は１月１日時点、平成１２年以降は４月１日時点。 

資料「草加市統計データブック２０２２」を基に作成  

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

S57 S62 H4 H9 H14 H19 H24 H29 R4 R9 R14 R19 R24 R29 R34 R39 R44

（人）

65歳以上

15-64歳

0-14歳

令和４年４月１日現在

250,643人
20年後

248,084人
40年後

230,774人
20年前

231,083人

40年前

186,020人

10.6%

24,462人

59.3%

136,849人

30.1%

69,463人

29.8%

73,929人

58.6%

145,377人

11.6%

28,778人
11.5%

28,824人

63.9%

160,161人

24.6%

61,658人

73.7%

170,308人

14.5%

33,507人

11.8%

27,268人

27.5%

51,156人

68.1%

126,680人

4.4%

8,185人

高年者１人を支える

生産年齢人口

15.5人 6.2人 2.6人 2.0人 2.0人

実績 推計
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世帯総数は、令和１４年（２０３２年）をピークとして将来的に減少に転じる一方、

６５歳以上世帯は徐々に増加すると予測されています。 

■ 世帯数と世帯構造の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料「草加市統計データブック２０２２」を基に作成 

世帯構造を地区別に見ると、草加西部地区・谷塚中央地区・谷塚東部地区・草加

東部地区で単独世帯の割合が４割台であるのに対し、草加川柳地区では単独世帯

が３割を下回っているなど、地区により違いがあります。 

■ 地区別にみた世帯構造 

 

 

 

 

 

 

※令和２年（２０２０年）１０月時点 

資料「草加市統計データブック２０２２」を基に作成  

7724 9,394 9,422 8,685 9,135 10,533

6132 5,353 6,766 9,453 10,854 9,493
12692 12,040 12,230

13,264
14,460 14,665

10226 10,995 11,365
10,627

9,582 9,233

32,720 34,509
35,237 33,914 31,758 30,889

33955 32,839
32,240 31,375 30,683 30,142

11,385 11,770 11,995 11,889 11,893 11,980

7,137 6,656 6,404 6,069 5,862 5,801

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

180,000

200,000

220,000

240,000

260,000

0

20,000
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80,000

100,000

120,000

140,000

令和４年

（2022）

令和９年

（2027）

令和14年

（2032）

令和19年

（2037）

令和24年

（2042）

令和29年

（2047）

その他

一人親と子

夫婦と子

単身65歳未満

夫婦のみ65歳未満

夫婦のみ65歳以上

単身65-74歳

単身75歳以上

65歳以上世帯

世帯総数（左軸）

総人口（右軸）

（世帯数） （人口）

令和12年（2030年）

総人口のピーク

令和14年（2032年）

世帯総数のピーク

65歳以上世帯

総人口（右軸）世帯総数（左軸）

資料：世帯主率法にて市独自推計

●「夫婦のみ」の年齢は世帯主の年齢

38.1 

43.1 

43.6 

30.3 

32.9 

42.1 

46.5

36.6

28.5

38.7

34.1

18.8 

17.4 

17.8 

20.8 

19.1 

17.5 

16.4 

20.1 

18.7

19.2

20.1

28.0 

25.2 

24.4 

31.4 

30.0 

27.2 

24.5 

28.5 

33.6

27.0

29.9

2.9 

2.4 

2.4 

3.8 

4.0 

2.4 

2.2 

2.7 

4.8

2.5

3.0

12.2 

11.9 

11.9 

13.7 

13.9 

10.9 

10.4 

12.1 

14.4

12.6

12.9

0 20 40 60 80 100

全市

谷塚東部

谷塚中央

谷塚西部

草加稲荷

草加東部

草加西部

草加安行

草加川柳

新田東部

新田西部

（％）

単独世帯 夫婦のみ 夫婦と子ども ３世代世帯 その他
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高齢化に伴い、要支援・要介護認定者数は増加傾向にあり、令和２年度（２０２０

年度）に１万人に達しています。第１号被保険者（６５歳以上の高年者）に占める要

支援・要介護認定者の割合も増加が続いています。 

■ 要支援・要介護認定者数 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末時点 

資料：「草加市統計データブック２０２２」及び「草加市統計書」を基に作成 

 

障害者手帳の所持者数を見ると、合計数は増加傾向にあります。手帳の種類別

に見ると、身体障害者手帳所持者数は微増や微減を繰り返している一方、療育手

帳所持者数と精神障害者保健福祉手帳所持者数は増加を続けています。 

■ 障害者手帳の所持者数 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末時点 

資料：「草加市統計データブック２０２２」及び「草加市行政報告書」を基に作成  

6,177 6,289 6,310 6,200 6,188 6,240 6,279 6,281 6,304 6,252 

1,244 1,302 1,359 1,441 1,499 1,597 1,669 1,729 1,803 1,865 

1,254 1,354 1,439 1,551 1,674 1,777 1,920 2,042 2,229 2,480 8,675 
8,945 9,108 9,192 9,361 9,614 9,868 10,052 

10,336 10,597 
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（人）

身体 療育 精神

865 1,004 1,105 1,187 1,066 1,046 1,091 1,153 1,163 1,241
838 967 1,054 1,032 1,052 1,146 1,257 1,302 1,253 1,314
1,487

1,620 1,793 1,967 2,067 2,234 2,363 2,553 2,463 2,6001,168
1,216

1,322 1,384 1,568
1,668

1,748
1,830 1,941

1,972
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917

923
988 1,068

1,189
1,290

1,391 1,382
1,415

871
896

921
914

980
1,103

1,144
1,181 1,274

1,343

726
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689
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700
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811
789 822
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6,826
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10,298
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10,732

(17.4％)
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56,199
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（人）（人）

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 第1号被保険者数
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出生数は減少傾向であり、特に平成３０年（２０１８年）～令和元年（２０１９年）に

かけては１０％以上の減少となりました。令和４年（２０２２年）の出生数は１，４６５人

となっています。 

■ 出生数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「草加市統計書」を基に作成 

 

本市の合計特殊出生率は、平成２７年（２０１５年）に１．４５まで回復したものの、

近年は低下傾向にあります。令和４年（２０２２年）は１．０２で、全国平均及び埼玉

県平均を下回っています。 

全国、埼玉県、本市とも、人口を維持するために必要とされる値２．０８を大きく

下回る状態が続いています。 

■ 合計特殊出生率の推移 

 

 

 

 

 

 

※各年１２月末時点 

資料：「埼玉県の人口動態概況」及び「草加市統計書」を基に作成 

1.32 1.31

1.45

1.23

1.23

1.27

1.13
1.16

1.09

1.02

1.33
1.31 1.39

1.37
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1.34

1.27 1.27
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1.45 1.44 1.43 1.42
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1,465 
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生活保護の保護率は、全国的に低下傾向にあり、埼玉県は全国平均と比較して

低い状況にあります。 

本市の保護率は、埼玉県平均を上回り続けており、令和３年度（２０２１年度）以

降は全国平均とほぼ一致しています。 

■ 保護率の推移 

 

 

 

 

 

 

 
※各年度月平均 

資料：「埼玉県の生活保護 統計資料」を基に作成 

 

世帯別の割合で見ると、高年者世帯の受給が最も多くなっており、過半数を占

めています。 

■ 世帯類型別被保護世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

※令和５年（２０２３年）７月時点 

資料：庁内資料を基に作成 
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外国人人口は増加を続けており、平成３１年（２０１９年）～令和２年（２０２０年）、

令和４年（２０２２年）～令和５年（２０２３年）にかけては対前年比が１０％以上の増

加となりました。総人口に占める外国人比率も上昇を続けています。 

■ 外国人人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

※各年１月１日時点 

資料：「草加市統計書」を基に作成 

 

自殺者数は増減を繰り返しており、令和２年（２０２０年）～令和４年（２０２２年）は

５０人弱で推移しています。近年、自殺者に占める女性の割合が上昇しており、令

和４年（２０２２年）は４６％となっています。 

■ 自殺者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「地域における自殺の基礎資料（厚生労働省）」を基に作成  
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２ 地域における活動の状況 

民生委員・児童委員の人数は微減傾向にあります。活動件数は令和元年度（２０１９

年度）～令和２年度（２０２０年度）にかけて大幅に減少しており、近年は３，０００件

を下回っています。 

主任児童委員の人数は横ばい傾向にあり、活動件数は令和２年度（２０２０年度）

に大幅に増加しました。 

■ 民生委員・児童委員の人数・活動件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 
※各年度３月末時点 

資料：庁内資料を基に作成 

■ 主任児童委員の人数・活動件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度３月末時点 

資料：庁内資料を基に作成 
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ボランティアグループの登録団体数・登録人数とも、令和元年度（２０１９年度）

～令和３年度（２０２１年度）にかけて減少を続けましたが、令和３年度（２０２１年度）

～令和４年度（２０２２年度）にかけては増加に転じています。 

■ ボランティアグループ・個人の登録数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 
※各年度３月末時点 

資料：「草加市社会福祉協議会事業報告書」を基に作成 

 

総世帯数は増加傾向にありますが、町会・自治会加入世帯数は微減しており、

加入率についても平成２５年度（２０１３年度）～令和４年度（２０２２年度）にかけ

て１０．６ポイントの減少となっています。 

■ 町会・自治会加入世帯数・率 

 

 

 

 

 

 

 

※各年度１月時点 

資料：「草加市統計書」を基に作成  
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56.7% 55.8% 55.0% 53.9% 52.6% 51.4% 50.0% 48.9% 47.7% 46.1%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

160,000

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（世帯）

加入世帯数 未加入世帯数 加入率

823 
720 690 

806 
672 

357 

564 

131 
215 

185 

196 

37 

37 

67 

954 
935 

875 

1,002 

709 

394 

631 

46

42
45

55

44

35

52

0
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50

60

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（団体）（人）

グループ登録人数 個人登録人数（社協ボランティア含む） 登録団体数
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保健・医療 ・福祉

17.8%

子どもの健全育成

14.7%

社会教育

11.7%

まちづくり

11.7%

ＮＰＯ支援

9.5%

学術・文化・芸術・

スポーツ

8.3%

職能開発・

雇用拡充

5.2%

国際協力

4.3%

その他

18.6%

活動
分野

市内のNPO法人の活動分野を見ると、「保健・医療・福祉」分野が最も多く、「子

どもの健全育成」が続いています。 

■ 市内のＮＰＯ法人の活動分野 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和４年（２０２２年）６月末時点 

※重複分野は二重計上している 

 

資料：「埼玉県共助社会づくり課ウェブサイト」を基に作成 
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981 

3,116 

4,965 

5,960 

3,426 

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（件）

３ 相談の状況 

本市では、困りごとや悩みごとの相談窓口として、コミュニティソーシャルワー

カーに加え、令和４年度（２０２２年度）からは重層的支援体制整備事業の中で新た

に相談支援を行っています。 

■ 相談受付件数の推移 

 

 

 

 

 

 

資料：「草加市行政報告書」及び「業務完了報告書（社会福祉法人 福祉楽団）」を基に作成 

 

本市では、生活困窮者自立支援制度における自立相談支援業務を平成２７年度

（２０１５年度）から実施しており、生活困窮者や生活困窮に陥るおそれのある方な

どからの相談に応じ、対象者の状態に応じた自立支援プランを策定しています。 

新規相談受付数、プラン作成件数、就労支援対象者数、就労・増収件数とも令和

２年度（２０２０年度）まで増加を続けていましたが、その後は減少傾向にあります。 

■ 自立相談業務の相談件数 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「草加市行政報告書」を基に作成  

394 
437 

517 

656 

1,122 

698 

586 

66 
132 

286 

396 

691 

531 

412 

42 
77 

199 

262 

424 
385 

266 

26
78

125 151

232 227
164

0

200

400

600

800

1,000

1,200

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（人・件）

新規相談受付数 プラン作成件数 就労支援対象者数 就労・増収件数
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そうか成年後見サポートセンターは、平成２４年（２０１２年）１０月に開設され、高

年者や障がい者などで、日常生活上の判断や財産管理などに困っている方の成

年後見制度の利用相談・援助や、必要な支援を行っています。 

相談件数は平成２８年度（２０１６年度）～令和元年度（２０１９年度）にかけて増

加したものの、令和２年度（２０２０年度）以降は減少を続けています。 

対象者別に見ると、各年度とも高年者からの相談が６～７割台を占めています。

相談者別に見ると、各年度とも関係者からの相談が４～５割台で最も多くなって

おり、本人、親族が続きます。令和３年度（２０２１年度）までは本人が親族を上回っ

ていましたが、令和４年度（２０２２年度）は親族が本人を上回っています。 

■ そうか成年後見サポートセンターの相談件数（対象者別） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「そうか成年後見サポートセンター実績報告書」を基に作成 

■ そうか成年後見サポートセンターの相談件数（相談者別） 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「そうか成年後見サポートセンター実績報告書」を基に作成  

261
382 399 313 229 166 97

128

147 159
198

134
107 168

12

7 16
21

18
4 27

328

545 507 682

434

352 281

0

2 1

0

7

23 0

729

1,083 1,082

1,214

822

652
573

0

300

600

900

1,200

1,500

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（件）

本人 親族 近隣・知人 関係者 その他・不明

518
673 734 800

631
495 440

81

147
130

157

86

76
63

84

198 149
164

61

52
36

7

4 26

26

3

13
6

39

61 43

67

41

16
28

729

1,083 1,082

1,214

822

652
573

0

300

600

900

1,200

1,500

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（件）

高年者 精神障がい者 知的障がい者 身体障がい者 その他・不明



第２章 草加市の地域福祉を取り巻く現状と課題 

１ データで見る草加市の現状 

28 
 

そうか成年後見サポートセンターにおける法人後見の受任件数は、各年度数名

程度で推移しています。法人後見等を利用している実人数は１０人程度です。 

■ そうか成年後見サポートセンター法人後見受任等件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「そうか成年後見サポートセンター実績報告書」を基に作成 

日常生活自立支援事業（あんしんサポートねっと）の相談援助件数は、年度ごと

に増減があるものの、対象者としては認知高年者等が各年度ともに最も多く、相

談件数の半数以上を占めています。 

■ 日常生活自立支援事業（あんしんサポートねっと）の相談援助件数 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「草加市社会福祉協議会事業報告書」を基に作成 

 種類 対象 平成 27年度 平成 28年度 平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

受
任
件
数 

後見人 

高年者 2 2 2 3 2 1 1 0 

精神障がい者 0 0 0 0 1 0 0 0 

知的障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

保佐人 

高年者 1 1 1 0 0 0 0 1 

精神障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

知的障がい者 1 0 0 0 0 0 0 0 

補助人 

高年者 0 0 0 0 0 0 0 0 

精神障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

知的障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 4 3 3 3 3 1 1 1 

終
了
件
数 

後見人 

高年者 0 2 0 3 1 1 1 4 

精神障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

知的障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

保佐人 

高年者 0 0 1 0 2 0 1 0 

精神障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

知的障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

補助人 

高年者 0 0 0 0 0 0 0 0 

精神障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

知的障がい者 0 0 0 0 0 0 0 0 

合計 0 2 1 3 3 1 2 4 

実人数 8 9 11 11 11 11 10 7 

 

410
527

738
635 672 732

600

95
89

118
185 154

145
182

179

210

204
178 189

347

257

91

102

77
100 61

64

103

775

928

1,137 1,098 1,076

1,288

1,142

0

300

600

900

1,200

1,500

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

（件）

認知高年者等 知的障がい者等 精神障がい者等 不明・その他
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４ 犯罪、再犯防止の状況 

市内の犯罪認知件数は近年、減少傾向となっており、検挙率も上昇しています。

犯罪の大半を占めているのは窃盗犯です。 

■ 犯罪種類別犯罪認知件数と検挙率 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：「草加市統計書」を基に作成 

 

刑法犯検挙人員（２０歳以上）に占める再犯者の割合は、全国、埼玉県、草加警

察署管内（草加市、八潮市）とも５０％程度で推移しています。 

■ 刑法犯検挙人員（２０歳以上）に占める再犯者の割合の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：法務省東京矯正管区の資料を基に作成 

48.5%

53.2% 54.2%
51.2%

49.7%

51.6% 52.0%

51.7%

51.8% 50.3%

50.6%
50.5% 50.5% 50.6% 50.0%

0%

20%

40%

60%

80%

平成29年 平成30年 令和元年 令和２年 令和３年

草加警察署管内 埼玉県 全国

308 229 206 154 237 190 157 159 214 

2,744 

2,132 2,185 2,289 2,127 
1,918 

1,605 1,333 1,179 
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111 106 101 177 
178 

120 

87 
87 
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386 432 365 363
351
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293
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3,683 

2,858 2,929 2,909 2,904 
2,637 

2,238 
1,872 

1,690 

26.9%
28.9%

25.1% 24.9% 24.6%
26.0%

28.7%

33.7%

37.6%
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1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
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平成25年 平成26年 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

（人）

凶悪・粗暴犯（殺人・強盗・暴行・傷害等） 窃盗犯
知能犯・風俗犯（詐欺・わいせつ等） その他
検挙率
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２ アンケート調査から見る草加市の現状 

本計画の策定に先立ち、市内の各地域における市民のつながりや地域活動の

状況、地域福祉行政に関する意見などを把握し、計画策定の参考資料として活用

するため、令和４年（２０２２年）１２月に「草加市地域福祉計画アンケート調査」を実

施しました。調査及びその結果の概要は、以下のとおりです。 

なお、回答は小数点第２位を四捨五入しているため、比率の合計が１００.0％に

ならない場合があります。 

 

１ 調査対象者 

①一般市民調査 １８歳以上の市民のうち２，０００人 

②地域活動団体調査 市内で活動する地域活動団体のうち４２０団体 

③福祉サービス提供事業所調査 
市内に所在する福祉サービス提供事業所のうち

２６３事業所 

④一般企業調査 市内に所在する一般企業のうち７１９社 

 

２ 調査方法 

郵送配布、郵送又はオンライン回収 

 

３ 調査期間 

令和４年（２０２２年）１２月１２日～１２月２６日 

 

４ 回収結果 

①一般市民調査 配布２，０００件、回収９４３件、回収率４７．２％ 

②地域活動団体調査 配布４２０件、回収３２５件、回収率７７．４％ 

③福祉サービス提供事業所調査 配布２６３件、回収１８５件、回収率７０．３％ 

④一般企業調査 配布７１９件、回収３１０件、回収率４３．１％ 
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知っている

24.4%

聞いたことはあるが、

意味は知らない

37.0%

知らない

36.9%

無回答

1.7%

943人

現在、参加して

いる

9.7%
現在、参加しているが、参

加しなくなった別の活動が

ある

0.2%

以前は参加していた

が、現在は参加して

いない

17.2%

参加したことが

ない

70.3%

無回答

2.7%

943人

５ 調査結果 

①「地域福祉」という言葉の認知度【一般市民調査】 

「知っている」は２４．４％、「聞いたことはあるが、意味は知らない」と「知らない」

の合計は７３．９％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

②地域活動やボランティア活動への参加経験【一般市民調査】 

「参加したことがない」が７０．３％で最も多く、以下、「以前は参加していたが、

現在は参加していない」が１７．２％、「現在、参加している」が９．７％、「現在、参加

しているが、参加しなくなった別の活動がある」が０．２％となっています。 
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③地域貢献活動への取組状況と取り組んでいない理由 

【福祉サービス提供事業所調査、一般企業調査】 

福祉サービス提供事業所で地域貢献活動に取り組んでいるのは全体の４８．６％、

一般企業では全体の４３．５％にとどまっています。 

活動に取り組んでいない理由としては、福祉サービス提供事業所では「仕事以

外の負担を職員にお願いできない」が５２．１％、「地域貢献活動をする時間的余裕

がない」が４２．６％となっており、一般企業では「業務が忙しく、参加する時間が

取れない」が６４．３％、「地域貢献活動への参加をするための人員を確保できない」

が４９．４％となっています。 

○取組状況 

  《福祉サービス提供事業所調査》         《一般企業調査》 

 

 

 

 

 
 
 

○取り組んでいない理由 

《福祉サービス提供事業所調査》  

 

 

 

 

 

《一般企業調査》 

 

 

 

  

取り組んでいる

43.5%

取り組んでいない

54.2%

無回答

2.3%

310社
取り組んでいる

48.6%
取り組んでいない

50.8%

無回答

0.5%

185
事業所

52.1

42.6

24.5

17.0

11.7

4.3

1.1

5.3

4.3

0% 20% 40% 60%

仕事以外の負担を職員にお願いできない

地域貢献活動をする時間的余裕がない

地域貢献活動の始め方がわからない

需要のある活動がわからない

地域に関する情報を入手できていない

地域の代表者等がわからない

地域貢献活動に興味がない

その他

無回答

（n=94）

64.3

49.4

20.8

17.3

7.1

5.4

1.2

3.6

0% 20% 40% 60% 80%

業務が忙しく、参加する時間が取れない

地域貢献活動への参加をするための人員を確保できない

経費がかかる、経済的余裕がない

地域貢献活動への参加方法がわからない

地域貢献活動そのものに興味がない

参加したい地域貢献活動がない

その他

無回答

（n=168）
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④地域活動全般での問題点や課題【地域活動団体調査】 

「メンバーが高齢化している」が６４．９％で最も多く、以下、「新しいメンバーの

加入が進まない・メンバーが不足している」が４９．８％、「リーダー（後継者）がいな

い、育たない」が３４．２％、「活動がマンネリ化している」が１９．４％、「活動資金が

足りない」が１８．２％などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

⑤近所付き合いの状況【一般市民調査】 

「会えばあいさつをかわす程度」が３９．３％で最も多く、以下、「会えば話をする

が、親しくつきあうほどではない」が３１．３％、「困ったときに相談をしたり、助け

合ったりする等、親しくつきあっている」が１３．９％、「つきあいはほとんどない」

が１１．７％となっています。 

 

 

 

 

 

  

困ったときに相談をしたり、

助け合ったりする等、親しく

つきあっている

13.9%

会えば話をするが、

親しくつきあうほど

ではない

31.3%会えばあいさつを

かわす程度

39.3%

つきあいはほとんど

ない

11.7%

無回答

3.8%

943人

64.9

49.8

34.2

19.4

18.2

14.5

10.2

7.1

6.5

5.8

5.8

4.0

7.4

11.1

2.8

0% 20% 40% 60% 80%

メンバーが高齢化している

新しいメンバーの加入が進まない・メンバーが不足している

リーダー（後継者）がいない、育たない

活動がマンネリ化している

活動資金が足りない

活動の場所（拠点）の確保が難しい

情報を発信する場や機会が少ない

活動のためのメンバー向けの研修会等が不足している

他団体との交流がない

メンバーが定着しない

活動ノウハウが不足している

活動に必要な情報が得られない

その他

特に問題点や課題はない

無回答

（n=325）
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⑥住まいの地域の環境についての認識【一般市民調査】 

居住地域や周辺環境についてみると、②公共交通機関の充実、③防災対策の充

実、④治安がよい、⑤きれいなまちの各項目では、肯定的な評価（「そう思う」、「ど

ちらかといえばそう思う」）が否定的な評価（「そう思わない」、「どちらかといえば

そう思わない」）の割合を上回っているのに対し、①バリアフリー化については否

定的な評価が肯定的な評価を上回っています。 

生活環境についてみると、⑥子育て環境は肯定的な評価が否定的な評価を上

回り、⑦高年者や障がい者の生活環境は肯定的な評価と否定的な評価の差が小

さくなっています。また、⑧助け合いや交流活動は否定的な評価が上回り、⑨地域

活動やボランティア活動については肯定的な評価が上回っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う

3.4

16.0

6.4

14.3

12.3

8.6

7.5

5.8

11.2

13.1

15.1

12.8

どちらかといえば

そう思う

31.7

46.3

43.8

50.1

52.6

48.4

41.0

39.3

43.1

41.0

48.9

49.1

どちらかといえば

そう思わない

41.8

25.5

38.7

24.0

25.8

28.3

38.2

37.3

31.6

33.0

22.4

24.2

そう思わない

21.4

10.9

9.2

10.1

7.3

10.7

10.8

11.9

9.3

9.5

7.4

7.4

無回答

1.7

1.3

1.9

1.6

2.0

4.0

2.4

5.6

4.8

3.3

6.3

6.5

単位:％

① 公共施設や道路、交通機関等のバリアフリー
化が進んでいるまちである 

② 鉄道やバス等、公共交通が充実しているま
ちである 

③ 防災対策が充実しており、安心して住めるま
ちである 

④ 治安がよく、安心して住めるまちである 

⑤ きれいなまちである 

⑥ 子育てがしやすいまちである 

⑦ 高年者や障がい者が安心して暮らせるまち
である 

⑧ 隣近所等、身近な地域での助け合いや交流
活動が活発である 

⑨ 地域活動やボランティア活動が盛んである 

⑩ 愛着を持っている 

⑪ 総合的に、草加市は住みやすい 

⑫ これからも草加市に住みたい 
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第
１
章 

第
２
章 

第
３
章 

第
４
章 

第
５
章 

資
料
編 

③防災対策の充実、④治安がよいについて回答者の居住地区別に見ると、比較

的人口密度の高い地区において、否定的な評価の割合が市全体の割合を上回っ

ています。 

《防災対策が充実しており、安心して住めるまちである》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《治安がよく、安心して住めるまちである》 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

そう思う

5.2

8.7

6.3

8.3

7.2

2.9

3.4

7.4

5.8

7.0

0.0

どちらかといえば

そう思う

42.5

42.3

41.3

52.6

48.0

50.0

48.3

35.8

33.3

38.6

27.3

どちらかといえば

そう思わない

41.2

36.5

42.9

32.3

33.6

39.4

37.9

43.2

40.6

42.1

63.6

そう思わない

9.2

9.6

6.3

6.0

8.0

6.7

10.3

12.6

18.8

10.5

0.0

無回答

2.0

2.9

3.2

0.8

3.2

1.0

0.0

1.1

1.4

1.8

9.1

新田西部地区（153）

新田東部地区（104）

草加川柳地区（ 63）

草加安行地区（133）

草加西部地区（125）

草加東部地区（104）

草加稲荷地区（ 29）

谷塚西部地区（ 95）

谷塚中央地区（ 69）

谷塚東部地区（ 57）

無回答（ 11）

単位:％

そう思う

17.6

18.3

12.7

17.3

9.6

9.6

3.4

21.1

10.1

12.3

9.1

どちらかといえば

そう思う

54.2

51.9

52.4

55.6

41.6

60.6

55.2

42.1

44.9

42.1

18.2

どちらかといえば

そう思わない

19.6

16.3

25.4

21.1

30.4

24.0

34.5

24.2

23.2

29.8

54.5

そう思わない

5.9

10.6

6.3

6.0

16.8

5.8

6.9

10.5

20.3

14.0

18.2

無回答

2.6

2.9

3.2

0.0

1.6

0.0

0.0

2.1

1.4

1.8

0.0

新田西部地区（153）

新田東部地区（104）

草加川柳地区（ 63）

草加安行地区（133）

草加西部地区（125）

草加東部地区（104）

草加稲荷地区（ 29）

谷塚西部地区（ 95）

谷塚中央地区（ 69）

谷塚東部地区（ 57）

無回答（ 11）

単位:％
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⑦増えてきたと感じる地域の問題、課題等 

【福祉サービス提供事業所調査】 

「新型コロナウイルス感染症に関すること」が４９．２％で最も多く、以下、「高年

者に関すること」が４０．５％、「生活困窮者に関すること」が２５．９％、「障がい者

に関すること」が２３．８％、「複合的な問題に関すること」が２１．６％などとなって

います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧悩みごとの相談先【一般市民調査】 

「家族や親戚」が７１．５％で最も多く、以下、「友人・知人」が４６．４％、「職場の人」

が１５．１％、「市役所など行政の窓口」が９．３％、「医療機関の医師や看護師」が

５．４％などとなっています。また、１７．３％が「相談していない（しない）」と回答し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

  

49.2
40.5

25.9
23.8

21.6
14.6

12.4
11.9
11.4
11.4

8.6
5.9
5.4
4.9

3.8
1.6
1.1

2.7
3.2

1.1

0% 20% 40% 60%

新型コロナウイルス感染症に関すること
高年者に関すること

生活困窮者に関すること
障がい者に関すること

複合的な問題に関すること
子ども・子育てに関すること

ひきこもりに関すること
虐待に関すること

ケアラーに関すること
医療に関すること

地域からの孤立に関すること
ゴミ屋敷に関すること

防犯・防災に関すること
ヤングケアラーに関すること
外国籍の人に関すること
消費者被害に関すること

自殺に関すること
その他

特にない
無回答

（n=185）

71.5

46.4

15.1

9.3

5.4

3.6

3.6

3.5

2.2

1.8

1.2

0.7

0.6

1.1

17.3

1.4

0% 20% 40% 60% 80%

家族や親戚

友人・知人

職場の人

市役所など行政の窓口

医療機関の医師や看護師

近所や町会・自治会の人

地域包括支援センター

弁護士や司法書士などの専門職

保育園、幼稚園、学校

社会福祉協議会

民生委員・児童委員

ボランティア団体等

民間の福祉施設や福祉事業者

その他

相談していない（しない）

無回答

（n=943）
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第
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章 

第
２
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第
３
章 

第
４
章 

第
５
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資
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相談者や相談できるテーマ・

内容が具体的に示されている

12.6%

電話、SNS、メール等

様々な方法で相談が

できる

18.6%

相談窓口に行けない

場合、相談員が訪問

してくれる

6.4%
気軽に相談できる

雰囲気がある

18.7%

平日の開庁時間外

でも相談できる

2.2%

土曜日、日曜日、

祝祭日にも相談

できる

14.1%

ひとつの窓口で、

様々な相談をする

ことができる

15.2%

その他

1.1%

特にない

8.8%

無回答

2.4%

943人

⑨相談窓口に求めること【一般市民調査】 

「気軽に相談できる雰囲気がある」が１８．７％で最も多く、以下、「電話、ＳＮＳ、

メール等様々な方法で相談ができる」が１８．６％、「ひとつの窓口で、様々な相談

をすることができる」が１５．２％、「土曜日、日曜日、祝祭日にも相談できる」が

１４．１％、「相談者や相談できるテーマ・内容が具体的に示されている」が１２．６％

などとなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑩自身に必要な福祉サービスの情報の入手状況【一般市民調査】 

「今のところ情報を得る必要がない」が３６．３％で最も多く、以下、「十分ではな

いが、入手できている」が２６．２％、「ほとんど入手できていない」が１７．６％、「全

く入手できていない」が１３．６％、「十分入手できている」が３．３％となっていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

十分入手できている

3.3%

十分ではないが、

入手できている

26.2%

今のところ情報を

得る必要がない

36.3%

ほとんど入手できて

いない

17.6%

全く入手できていない

13.6%

無回答

3.1%

943人
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３ 地域福祉計画及び地域福祉基本方針に基づく 

現在の取組状況 

総合振興計画と一体的策定されている地域福祉計画では、地域における支え

合いや地域で解決する仕組みづくり、包括的な支援相談体制の整備を施策の方針

として、地域福祉活動の推進に取り組んでまいりました。 

また、地域福祉計画における具体的な取組をまとめた地域福祉基本方針では

「地域まるごと 支え合い」を基本方針とし、それに基づく４つの基本目標を設定し、

それぞれ取組を展開してまいりました。 

 

 

■ 第２次草加市地域福祉基本方針の４つの基本目標 

基本目標１ 地域に関心を持ち、誰もが支え手になり、いつまでも活

躍できる仕組みづくり 

基本目標２ 支え合い、つながり続けることを大切にする地域づくり 

基本目標３ 誰もが安心して相談できる体制づくり 

基本目標４ ネットワークと持続可能な支援体制づくり 

 

 

展開している取組のうち、主な取組状況は次のとおりです。 
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基本目標１ 

地域に関心を持ち、誰もが支え手になり、いつまでも活躍できる仕組みづくり 

重点的取組として、「地域の居場所づくり」「多様な分野のサポーター、支援員の

養成」の２つを設定しました。 

● 地域の居場所づくり 

重層的支援体制整備事業（参加支援事業及び地域づくり事業）の業務委

託とともに、草加市社会福祉協議会やこども食堂開催団体の例会など様々

な団体の活動に参加することで、地域の居場所の把握や情報収集に努めま

した。 

● 多様な分野のサポーター、支援員の養成 

認知症等により判断能力が十分でない人等が成年後見制度を円滑に利

用するための体制整備を目的として、市民後見人候補者を対象にフォロー

アップ研修を開催しました。 

 

今後の課題 

 

「地域の居場所づくり」については、様々な団体の活動に参加し、地域の

居場所について現状把握を行ったところ、社会参加につながる社会資源が

少ない等といった地域課題が明らかとなりました。誰もが気軽に集える地

域の居場所づくりをより積極的に推進していく必要があります。 

「多様な分野のサポーター、支援員の養成」については、支援を必要とし

ている人の増加に伴い、サポーターや支援員が不足し、支援を必要としてい

る人への支援が行き届かなくなることが懸念されます。市民後見人候補者

に対する継続的なフォローアップ研修等に取り組むとともに、草加市社会福

祉協議会等と連携し活動内容の周知に力を入れ、多様な分野のサポーター

や支援員の確保・育成に取り組む必要があります。 
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基本目標２ 

支え合い、つながり続けることを大切にする地域づくり 

重点的取組として、「支え合い、つながりづくり」「課題解決に向けた伴走的な支

援の充実」の２つを設定しました。 

● 支え合い、つながりづくり 

庁内の横断的な連携体制の構築や包括的支援体制を整備するため、庁内

関係所管課に対して包括的支援体制について説明を行いました。また、コミ

ュニティブロックごとに相談支援関係者を集め、包括的支援体制の説明を

行うとともに、地域の関係者間の顔が見えて相談・連携しやすい関係づくり

に努めました。 

● 課題解決に向けた伴走的な支援の充実 

コミュニティソーシャルワーカーが相談を受け、相談内容に応じて適切な

関係機関等へつなげる活動を行いました。また関係機関等につないだ後も、

課題が解決するまで関係機関等と情報共有や相談者の不安や悩みを聞くな

ど、伴走的な支援を行いました。 

今後の課題 

 

「支え合い、つながりづくり」については、複雑化・複合化した課題に庁内

庁外問わず、関係者が一丸となって対応することが求められています。これ

までも庁内つながり会議やブロック別つながり会議を通じて、包括的支援

体制の整備に努めてきましたが、課題解決に向けてより効果的な体制とす

るため、引き続きお互いの顔の見える関係づくりに取り組むとともに、グル

ープワーク等を通じてそれぞれの役割を認識しやすくなる取組などが必要

となります。 

「課題解決に向けた伴走的な支援の充実」については、市民の不安や悩み

ごとに寄り添い、課題解決に向けた支援を継続して実施するためにはコミュ

ニティソーシャルワーカーや庁内外の関係機関等との連携強化に加え、身近

な相談先としてコミュニティソーシャルワーカーがいること、コミュニティソ

ーシャルワーカーを通じて適切な関係機関につなぐことができることを市

民に周知する取組の強化が必要です。 
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基本目標３ 

誰もが安心して相談できる体制づくり 

重点的取組として、「チーム支援による包括的支援体制整備」「中核機関の設置

推進」「ケアラーを支援する仕組みの構築」の３つを設定しました。 

● チーム支援による包括的支援体制整備 

コミュニティソーシャルワーカーが中心となり、庁内関係所管課や関係機

関との情報共有会議を行いました。また庁内ソーシャルワーカーは調整役と

して全体の支援の方向性をまとめ包括的支援が行われるよう、庁内関係所

管課や関係機関それぞれの役割分担を行いました。 

● 中核機関の設置推進 

令和４年（２０２２年）５月１日にそうか成年後見サポートセンターに「中核

機関」を開設しました。 

● ケアラーを支援する仕組みの構築 

ケアラーの概念やケアラー支援の必要性等について共通認識を持つため

庁内関係所管課や関係機関と情報共有を行い、それぞれの役割を果たしな

がらケアラー支援を行いました。また、アンケート調査、チラシ作成・配布、ポ

スター掲示、広報そうか、ホームページで相談窓口の周知を行いました。 

今後の課題 

「チーム支援による包括的支援体制整備」については、包括的支援体制を

整備する上では、複数の関係機関が共通認識のもとで課題解決に取り組む

チーム力が求められます。コミュニティソーシャルワーカーを中心としながら

も、関係機関がそれぞれの立場でできることを積極的に発信するなどチー

ム力向上のための取組を検討する必要があります。 

「中核機関の設置推進」については、中核機関を設置し成年後見制度の利

用促進に係る体制整備を行いましたが、市民に活用してもらうためには中

核機関の役割や取組内容について広く周知する必要があります。 

「ケアラーを支援する仕組みの構築」については、様々な媒体によってケ

アラーの相談窓口の周知を行い、ケアラーに関する相談が増加する結果に

つながっていますが、高齢化の進行等により新たにケアラーとなる人も増

加していることから、継続的な周知活動が必要です。  
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基本目標４ 

ネットワークと持続可能な支援体制づくり 

重点的取組として、「課題解決に必要な弾力的なネットワークづくり」「情報発信

の強化」の２つを設定しました。 

● 課題解決に必要な弾力的なネットワークづくり 

コミュニティソーシャルワーカーが中心となり、庁内関係所管課や関係機

関との情報共有会議を行いました。また庁内ソーシャルワーカーは調整役と

して全体の支援の方向性をまとめ包括的支援が行われるよう、庁内関係所

管課や関係機関それぞれの役割分担を行いました。 

● 情報発信の強化 

広報そうかやホームページを活用して、草加市社会福祉協議会の取組の

周知を図りました。 

 

今後の課題 

 

「課題解決に必要な弾力的なネットワークづくり」については、複雑化・複

合化した課題への対応は、課題ごとに臨機応変な対応が必要となり、関係

機関の役割も課題ごとに異なってきます。そのため、それぞれの関係機関

が役割分担に基づき、柔軟性をもって課題解決に取り組めるような体制づ

くりが必要です。 

「情報発信の強化」については、本市や草加市社会福祉協議会などの団体

が取り組んでいる多種多様な活動がより多くの市民に認知され、参加して

もらうためにも、ＳＮＳの活用等、分かりやすい情報発信について検討する

必要があります。 
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４ 草加市の地域福祉を取り巻く課題 

本市を取り巻く現状やアンケート調査、前計画の取組状況を踏まえ、市が取り組

むべき主要課題を整理します。 

 

１ 福祉の担い手不足 

本市では、今後さらなる少子化と生産年齢人口の減少が見込まれ、地域福祉の

担い手不足が懸念されます。その一方で、高齢化に伴い、地域での支えあいによ

る支援を必要とする人の増加が見込まれます。 

しかし、市民の「地域福祉」に対する理解は十分ではなく、地域活動やボランティ

アへの参加者が限定的となっているほか、活動している団体でも高齢化やメンバ

ー不足が課題となっています。市内の福祉サービス提供事業所や一般企業では地

域貢献活動に取り組めていない団体が多くあり、時間的・金銭的な負担が少なけ

れば取り組みやすいとの意見もあります。 

こうしたことを踏まえ、地域活動への参画促進に向けた取組の検討や、地域福

祉に関わる人材の育成により、福祉の担い手不足の解消を目指す必要があります。 

 

２ 生活基盤の整備 

市民の近所付きあいの状況をみると、親しく付きあうよりも、話をする、あいさつ

を交わす程度の付きあいが主流となっており、近所付きあいの希薄化が進行した

場合には、近所に暮らす「気にかかる人」の把握が困難になることが考えられます。 

身近な生活環境についてみると、公共施設や道路、交通機関等のバリアフリー

化が進んでいないと感じている市民が多く、住環境の整備が求められています。

また、市内の人口密度が高い地域で暮らす人を中心に、治安や防災対策など、生

活環境に対する不安を抱えている人が多くなっています。 

あらゆる年代、様々な背景を持つ人たちが、住み慣れたまちで長く安全・安心に

暮らしていくために、地域のつながりや住環境のバリアフリー化など、ソフト・ハー

ド両面での生活基盤を整備する必要があります。 
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３ 支援体制の充実 

多くの市民は、悩みや不安を抱えた場合の相談先として、家族や友人など自身

に身近な関係性の人を挙げており、公的な相談窓口を挙げる割合は多くありませ

ん。 

市民の中には、自らが抱える悩みや不安を抱えても相談しない、できない人も

おり、相談できないことによって事態が深刻になることが懸念されます。加えて、

自身に必要な福祉サービスの情報を十分に入手できていない人がいることにも

留意する必要があります。 

相談窓口に求められる機能として、「気軽に」「様々な方法で」「ひとつの窓口で」

相談できることが多く挙げられていることを踏まえ、悩みや不安を抱えた人が相

談しやすい相談場所の充実や周知、誰もが必要な情報を把握できるよう情報発信

力を強化する必要があります。 

 

 

 


